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英離脱協議、秋の最終合意は見送り
～離脱まで 日、ここからは時間との戦い～
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◇ 英離脱協議の正念場とされた 月の首脳会議は、暫定合意に向けた歩み寄りの期待も高まったが、

北アイルランド国境問題の解決策での隔たりが解消されぬまま閉幕。緊急首脳会議の開催も視野

に 月の最終合意、年明けの議会承認、来年３月末の離脱を目指している。合意の障害となって

いる北アイルランド国境問題は、時限的なバックストップを求める英国と、“バックストップの

バックストップ”を提案するＥＵとの間で溝。ＥＵ側は移行期間の延長で、バックストップを実

際に使うことはなくなると提案、メイ首相もこれに同調するが、離脱の形骸化を警戒する強硬離

脱派を中心に英国内で反発が続いている。行き詰まり打開の突破口はなお見えない。

来年３月 日に迫る英国のＥＵ離脱協議の合意期限まで残すところ 日。英国・ＥＵ双方の議会

承認に要する時間を考えれば、 月 ・ 日の欧州首脳会議は当初、事実上の合意期限と目されて

きた。英国内の調整難航で 月の最終合意が難しくなった後も、 月中旬に臨時首脳会議を開いて

最終合意を交わし、クリスマス前には英国の議会承認を取り付けることを目指していた。こうした

日程を視野に入れ、９月 ・ 日にザルツブルクで開かれた臨時首脳会議でトゥスク大統領は、

「 月の首脳会議は英国の離脱協議の正念場である」との声明を発表。英国政府に対して 月の首

脳会議までに、北アイルランド国境問題の解決策で新たな提案を求め、十分な進捗がみられれば、

月に最終合意のための緊急首脳会議を開くことを示唆していた。首脳会議を翌週に控えた段階で、

英国・ＥＵ双方の関係者からは合意に近づいているとの発言が度々聞かれ、暫定合意に向けた期待

も高まったが、首脳会議直前の 日に英国政府はＥＵ側の提案が受け入れられないことを通告、交

渉担当者間の事前協議が中断したまま、「正念場」であった筈の首脳会議は幕を閉じた。

メイ首相は 日、英国を除くＥＵ ヶ国首脳が離脱協議について話し合う夕食会を前に、英国側

の見解を手短に説明したが、新たな提案は行わなかった模様。夕食会後に発表された声明では、

「集中的な協議にもかかわらず、十分な進展がみられなかった」ことを確認、「交渉担当者から十

分な進展があったとの報告があれば、緊急首脳会議を招集する準備がある」と合意に向けた努力の

継続を示唆したが、出席者の一部からは苛立ちの声も聞かれた。現在のタイムテーブルでは、北ア

イルランド問題の解決策を巡る協議が進捗した段階で召集する緊急首脳会議と 月 ・ 日の定例

首脳会議の２回の会合を通じて最終合意を目指しているものと思われる。協議の遅れで議会審議と

採決の日程はタイトになるが、それでも来年３月末に間に合わないタイミングではない。英国議会

が考える真のデッドラインは来年１月中旬頃とみられる。英国議会は 月 日から１月７日は休会。

６月に修正協議の末に可決した「最終合意を議会の重要な投票に諮る法律」では、１月 日までに

英国とＥＵ間で最終合意に至らない場合（もしくは、議会が最終合意の受け入れを拒否した場合）、

政府は新たな行動計画を策定し、議会に提示することが求められる。議会は新たな行動計画につい
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て審議し、下院議長の判断で必要に応じて政府に修正を指示することができる。議会審議には数週

間を要するとみられ、ギリギリのタイミングでの議会採決は、「合意なし離脱（ノー・ディールや

無秩序離脱とも呼ばれる）」を避けたい議員に対して政府提案の受け入れを迫る圧力となるが、万

が一、合意内容が否決された場合、再交渉や合意無し離脱を前提にした準備作業の時間がなくなる。

各種の報道から判断する限り、北アイルランド国境問題の解決策で、英国とＥＵは歩み寄りの余

地を模索している。まず、確認しておきたいことは、双方ともにこの段階で最終的な解決策に合意

することを目指している訳ではないことだ。最終的な解決策については、来年３月 日の午後 時

から 年 月末までの移行期間中に合意を目指す、離脱後の英国とＥＵとの新たな関係の下で見

出そうとしている。移行期間中に最終的な解決策が見つからない、或いは合意しても技術的な理由

などで最終解決策の開始に時間が掛かる場合、何らかの形でアイルランドと北アイルランドの国境

管理を行わなくてはならない。その際に物理的な国境を設置することなく、問題を解決する代替措

置としてのバックストップ案を、この段階で予め定めておく必要がある。

そのバックストップ案として英国側は、英国全土を対象に時限的に現在と同じ関税上の取り決め

が継続することを求めてきた。これに対してＥＵ側は、北アイルランドのみを対象にＥＵの関税同

盟と単一市場にとどまることを求めてきた。ＥＵ側は英国の提案に対して、離脱後の英国全体が関

税同盟に事実上残留することを“良いとこ取り”として認めない方針のうえ、期限を区切るバック

ストップ（最終的な解決策が開始できない状況でも、期限が来ればバックストップが失効する）は

バックストップとしての意味をなさないと主張。他方、英国はＥＵ側の提案に対して、北アイルラ

ンドのみが関税同盟と単一市場に残留すれば、英国を分断することになり、受け入れられないと主

張。メイ政権に閣外協力する北アイルランドの地域政党・民主統一党（ＤＵＰ）は、アイルランド

の再統一に反対するユニオニスト。政権存続のために同党の協力が必要なメイ政権にとって、この

点は譲れない一線だ。また、ＥＵ離脱後も“なし崩し”的に関税同盟に残留し続けることを警戒す

る強硬離脱派の理解を得るには、バックストップが時限的であることを盛り込む必要があった。

ＥＵ側の一部関係者は英国全体が一時的に関税同盟に残留することを許容する姿勢を示唆してい

るが、時限的なバックストップについては認めない方針。仮に英国側が時限措置にこだわるならば、

英国全体が関税同盟に残留するバックストップを時限措置とし、そのバックストップが失効した時

点で最終的な解決策が開始できない場合の“バックストップのバックストップ”として、北アイル

ランドのみを関税同盟と単一市場に残留することを要求したとされる。今回の首脳会議の前後で移

行期間の延長議論が浮上しているのも、この問題と関係しており、移行期間を延長すれば最終的な

解決策を実行に移すまでの時間的な余裕が生まれ、バックストップを実際に使う必要がなくなると

の判断があるものと思われる。メイ首相も移行期間の延長に前向きだが、保守党内の強硬離脱派は

移行期間の長期化が離脱の形骸化と事実上のＥＵ残留につながることを警戒し、これに強く反発し

ている。移行期間を長期化すれば、その間、ＥＵに対して追加の予算拠出を求められるため、英国

内で移行期間の延長議論が受け入れられるかは予断を許さない。最終合意に向けてギリギリの交渉

が続いているが、行き詰まりを打開する突破口はなお見出せずにいる。
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